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１．はじめに 

自治体等によせられる大気環境（騒音，振動，排

出ガス，粉じん等）の苦情件数は，事業者別では建

設業がシェア 52%でワースト 1 位となっている 1)。

土砂掘削の粉じんについては，散水，防塵ネット等

で抑制できるが，環境影響評価において定量的な

予測ができないことが懸案となっている。 

土木研究所では，散水等の粉じん対策の効果の

定量的な評価を可能にすることで，定量的な環境

影響評価や適切な環境保全措置の検討に資するこ

とを目指して，土砂掘削で発生する粉じんの散水

による抑制効果について調査した 2),3)。 

本稿では既報 2),3)の抜粋と構内試験の詳細を報

告する。 

２．土砂掘削で発生する粉じんの散水による抑制

量の調査 

構内試験を実施する前に，予備調査として現地

調査や文献調査を行った。

2.1 予備調査 2),3) 

道路事業の環境影響評価において，降下ばいじ

ん量の予測には国土技術政策総合研究所資料 4)が

用いられている。具体的には，式(1)，式(2)を基本

式とし，発生源の形状，および風向頻度・風速から

降下ばいじん量を予測している。式(1)，式(2)では

微小領域 から発生した粉じんが風下方向に逆二

乗則で拡散する値を発生源の面積，工事日数等で

積算している。
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Rds :風向別降下ばいじん量（t/km2/月）. 添え字 s
は風向（16 方位）, Nu :ユニット*1 数, Nd :季節別の

平均月間工事日数（日/月）, x1 :予測地点から季節

別の施工範囲の手前側の敷地境界線までの距離

（m）, x2 :予測地点から季節別の施工範囲の奥側

の敷地境界線までの距離（m）（x1,x2 < 1m の場合

は x1, x2 = 1m とする.）, A:季節別の施工範囲の面

積（m2）, Cd（x）:1 ユニットから発生し拡散する

粉じん等のうち発生源からの距離 x m の地上

1.5m に堆積する 1 日当たりの降下ばいじん量 
（t/km2/日/ユニット）, a :基準降下ばいじん量

（t/km2/日/ユニット）, u :平均風速（m/s）, us :季
節別風向別平均風速（m/s）（us < 1m/s の場合は us 
= 1m/s とする.）, u0:基準風速（u0 = 1m/s）, b :風速

の影響を表す係数（b = 1）, x :風向に沿った風下

距離（m）, x0 :基準距離（m）（x0 = 1m）, c :降下ば

いじんの拡散を表す係数（c = 2）. 
*1: ユニットとは，工事の種別等での作業単位を

考慮した建設機械の組み合わせ

国土技術政策総合研究所資料 4)には，硬岩掘削に

おいて，散水を講じることで粉じんの発生量が約

27%（約 73%減）となる例が記載されている(表-1)。 

表-1 基準降下ばいじん量 a 及び降下ばいじんの拡

散を表す係数 c 

ユニット a c 備考

土砂掘削 17,000 2.0 文献 4) 

硬岩掘削 110,000 2.0 文献 4) 
硬岩掘削
（散水）

30,000 2.0 文献 4) 

予備調査では，現地調査として複数の現場を調

査した。土木工事とは異なり，常時粉じん対策を講

じている採石場での現地調査では，土砂はシルト

分が 27%程度と多い細粒分質砂であった。粉じん

発生量は多く，散水車で絶え間なく散水していた

(図-1)。また，構内の道路工事の現場においてヒア

リングを行ったところ，工事用に搬入した土砂に

よる粉じんの発生は，細粒分質砂(シルト分が 30%
程度)で多く，細粒分まじり砂（シルト分が 10%程

図-1 砕石場での散水による粉じん対策
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度）の改質土では少ないとのことであった。バイ

パスの道路工事において，粉じん測定を実施した

が，細粒分まじり砂（シルト分が 4~７%程度）の

土砂掘削（無散水）では，測定した３日間とも粉

じんの舞い上がり等はみうけられず，バットで捕

捉した降下ばいじんの質量は分析天秤の測定誤差

程度のごく微量（10mg 以下）であった。 
また，web site，過年度の調査，および有識者の

講演で得た知見も踏まえて，粒径分布と飛砂・粉じ

ん等の関係を俯瞰した（図-2）。粒径が大きいと固

結せず乾燥しやすいが飛びにくく，火山噴火や強

風時に飛来する。砂丘では 200~500μm で粒がそ

ろっているとよく飛ぶとの知見があり，地形・風等

の条件も影響するようである。粒径が小さいと国

境を超えて遠方まで飛来するが，粘土は乾燥しに

くく固結しやすい。土木工事の粉じんは，シルト分

と関連づけた論文が多かった（例 文献 5),6)）。 
降下ばいじん量の予測について，国内外の他の

文献も調査したが，環境影響評価の予測に参考と

なる文献は見当たらなかった。

図-2 土砂の粒径分布と飛砂・粉じん等 

2.2 構内試験 

降下ばいじんの測定値はばらつきが多いため，

散水による抑制効果については複数の測定の平均

的な値で示すこととし，測定回数を増やすことを

容易にするため，測定の簡素化を検討した。測定の

簡素化は，測定地点を減じる検討および風向風速

の測定高さを 1.5ｍとする検討を行った。 
現場での測定については，適する実工事現場に

おいて適する日に出向くこと，施工に影響しない

位置かつ風下で測定すること，散水を行うことの

全ての条件を満たす現場を選定することが困難で

あることを予備調査で把握したため，研究所の構

内で測定することとした。

2.2.1 測定地点を減じる検討 3) 

文献 7),8)の測定では，降下ばいじんの拡散を表

す係数 c を把握することを目的として測定点を多

数設置していたが，文献 8)では複数の工種を解析

して考察した結果に基づいて c = 2 に統一した。c 
= 2 は逆二乗則を意味し，結果的に点発生源の騒

音・振動と同程度の減衰となる。ここでは c = 2
として測定点数を減じて解析した a の影響を考察

した。文献 7)の中から粉じん発生量が多い土砂掘

削 1 回，軟岩掘削 2 回，路床安定処理 3 回，およ

び現場内運搬 2 回の合計 8 回の測定値を選択し，

測定地点を減じた場合の誤差を評価した。評価量

は，全測定点で解析した場合の解析した a を真値

T と見なし，発生源に近い測定点のみで解析した

場合の解析値 a を P とし誤差率𝑒 ൌ ⌈𝑃 െ 𝑇⌉ 𝑇⁄ ∙ 100 
とした（表-2）。誤差率 e の平均，標準偏差ともに

10%程度であった。降下ばいじんの測定値は桁違

いにばらついており，測定点を 3 点以下に減じる

ことによる 10%程度の誤差率は，相対的には精度

に支障はない値と考えた。

表-2 粉じんの原単位を解析する際に使用するデータ数
を減らした場合の誤差率 

平均 標準偏差

発生源に最も近い 1 点 10% 12%

発生源近傍の 3 点 16% 10%

2.2.2 風向風速の測定を高さ 1.5m とする検討 

気象庁の風向風速の測定方法に準じて文献 7),8) 
の原単位も高さ 10m の風向風速の測定値で解析し

ている。一方，実測定において高さ 10m での風向

風速の測定が制約になりうる場合もあるため，異

なる高さに変更する検討が行われたことがある 9)。

高さ 10m と 1.5m の風速比が 1.4 になるとの解析結

果や風向の一致の程度にかかる知見が得られてい

たが，解析値 a の評価は未着手であった。ここで

は解析値 a について試行的に土砂掘削 1 回，軟岩

掘削 1 回，路床安定処理 4 回，および現場内運搬

4 回の合計 10 回の測定値を選択し，高さ 10m の風

向風速での解析値 a10m と高さ 1.5m の風向風速で

の解析値 a1.5mを比較した。近似誤差（残差平方和）

の平均は表-3 に示すように大きく異なることはな

く，増加はሺ0.51 െ 0.44ሻ/ 0.44 ൌ  16%であった。a10m

と a1.5m の 比 の 平 均 が 1.2 と な っ た の で 
a10m=1.2a1.5mで換算することとした。 

表-3 粉じんの原単位を解析する際に使用する風向風
速の測定高さと近似誤差 

風向風速の測定高さ 10m 1.5m
10 回の測定の近似誤差*2

の平均
0.44 

ﾄﾝ/km2/8h
0.51 

ﾄﾝ/km2/8h
*2：解析したパラメータでの計算値と測定値の残差平方和

粘土 シルト 細砂 中砂 荒砂

0 5(2) 75(50) 250(100) 850(250) 2000(2000)

0.5 5 50
黄砂（中国）

0.2 1 5
黄砂（イラン）

5 30 100
花粉

50 100

火山灰（有珠山）

10000.5

200～500μmで粒が揃っていると

よく飛ぶ（砂丘の研究者）

シルト分が多いと良く飛ぶ（粉塵の文献）

10～100μｍ

火山灰（遠方）

2000μm
風速10m/s以下で発塵

1000～1000μｍ

火山灰（火口近く）

粒径μm. （ ）は砂漠系の論文.
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2.2.3 測定 

構内試験における測定の概要を表-4，図-3～7 に

示す。国土技術政策総合研究所の構内に 50m×50m
の作業エリアを設定し(図-3)，13.5t の油圧ショベル

を使用して山積みの搬入土を掘削し，90 度旋回し

て放土する模擬作業（図-4）を連続して行った。試

験は晴天が続いた乾燥した冬場に周囲が開けた場

所で行ったので，測定条件は良好であったと考え

ている。模擬作業は 3 種類（粘性土 1，粘性土 2，
砕石 C40）の土砂の無散水，および散水の 2 条件

で行った。降下ばいじんの測定点数は，風下側での

4 点とバックグランドの 1 点の合計 5 点とし，簡

素化した。また，風向風速の測定は高さ 1.5m での

み行い，高さ 10m での測定は省略した（図-5, 6）。
主な測定機器は微風風向風速計（気象検定付），デ

ジタル粉じん計，降下ばいじん測定用バット（幅

220mm×長さ 280mm×高さ 40mm）とした。降下

ばいじん測定用バットには蒸留水をはり，測定終

了時に回収して蒸留水を揮発させることで，降下

ばいじんの質量を測定した。構内試験における土

砂，模擬作業の状況を図-7 に示す。 

表-4 構内試験での測定概要 

日時と場所

2022 年 1 月 31 日~2 月 5 日の 9:00～16:00．
国土技術政策総合研究所構内（茨城県つくば

市）

気象条件 
全日晴れ。気温 2～12℃，風速 1～8m，湿度

20~60%（つくば市館野.気象庁公表値） 

主な測定機

器

微風風向風速計（気象検定付）1 台，デジタ

ル粉じん計 3 台，降下ばいじん測定用バット

（幅 220mm×長さ 280mm×高さ 40mm）5
個

土砂
3 種類（粘性土 1，粘性土 2，砕石 C40）の土

砂の無散水，および散水の 2 条件。 
施工機械 油圧ショベル（0.5m3，13.5ｔ） 

模擬作業

山積みの搬入土を油圧ショベルで掘削し，90
度旋回し放土の繰返し作業。作業時間は各 2
時間。散水は，作業前に実施。

図-3 測定箇所(50m×50m のエリア) 

図-4 模擬作業の概略図 

図-5 測定状況 

図-6 測定点の配置（模式図） 
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粘性土１ 粘性土２ 砕石 C40 

無散水

の土砂 

含水比 24.8% (2 月 1 日) 含水比 52% (2 月 2 日) 

（含水比が意外に大きい！） 

含水比 2.3%（2 月 4日） 

散水し

た土砂 

含水比 34.6% (2 月 1 日) 含水比 60%（2 月 2日） 含水比 5.2%（2 月 4日） 

（含水比が意外に小さい！） 

粒径分

布 

無散水

での模

擬掘削 

（放土の周囲に浮遊粉じん！） （放土の周囲に浮遊粉じん！） 

散水後

の模擬

掘削 

図-7 測定対象とした土砂と測定状況 

ここで，この実験について考察したことを図-7
で述べる。無散水の粘性土 1，粘性土 2 では油圧シ

ョベルのバケットから落下する土砂から粉じんが

舞っていることが写真で把握できる。一方，散水の

粘性土 1，粘性土 2 では浮遊粉じんが抑えられ，砕

石 C40 では，散水，無散水ともに写真で確認でき

る程度の粉じんが発生していない。油圧ショベル

のバケット近傍で粉じん計やカメラで粉じんを観

測してミスト散布すれば少ない水の量で効果的に

粉じんが抑制できると推測される。また，粘土・シ

ルト分の多い粘性土２では無散水でも含水比が高

く（例では 52%），粘土・シルト分が少ない砕石 C40

粘土・シルト(粒径0～75μm) 62%

細砂(粒径75～
250μm) 19.8%

中砂(粒径250～
850μm) 14.5%

荒砂(粒径850～
2000μm) 3.7%

粘土・シルト(粒径0～75μm) 87.5%

細砂(粒径75～
250μm) 6.9%

中砂(粒径250～
850μm) 5.2%

荒砂(粒径850～
2000μm) 0.4%

粘土・シルト(粒径0

～75μm) 2.9%

細砂(粒径75～
250μm) 4.4%

中砂(粒径250～
850μm) 7.2%

荒砂(粒径850～
2000μm) 6.6%

レキ(粒径2000～μm) 78.9%
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では散水していても含水比が低い(例では 5.2%)。
このことは，粉じん発生量を定量評価したり，粉じ

んを抑制するための散水量を管理するための指標

としては含水比に加え，土質も考慮する必要があ

ることがあらためて確認できた。

2.2.4 解析結果 

基準降下ばいじん量 a を解析した結果を図-8 に

示す。想定に反して散水で含水比を上げたにもか

かわらず，発生量が増える場合があった。散水した

粘性土で増えた原因として，無散水より散水の測

定時の方が強風であったため，あるいは空気の乾

燥と強風により構内試験での模擬工事のエリア外

で，粉じんが発生していたことが考えられる。また

砕石 C40 では図-7 に示すようにシルト分が少なく

粉じんがわずかしか発生しなかったため，測定の

バラツキの影響の方が散水の有無による影響より

大きかったと考えられる。よって，バックグランド

の測定値が 4.1 t/km2/8h となり，他の日（最大 0.9 
t/km2/8h，平均 0.5 t/km2/8h）を超えて特に大きかっ

た 1 月 31 日の測定値は除外することにした。基準

降下ばいじん量 a について，無散水での 5 回の測

定，および散水での 5 回の測定で平均した値を，

国土技術政策総合研究所資料 4)に記載されている

「硬岩掘削」と「コンクリート構造物取壊し」の無

散水・散水の値，および過年度に調査した現場測定

値の解析値 2)と併記して図-9 に示す。平均値では

散水により降下ばいじん量が1/10程度に抑制され

るとの結果となり，他の測定の中間程度の抑制効

果となった。今回の散水の条件での測定では模擬

作業中に散水しなかったが，粉じんが懸案となる

場合には施工中に追加で散水できるため1/10以下

に抑制できると考えられる。 

図-8 構内試験での測定値から求めた土砂掘削での散水・無散水の基準降下ばいじん量 a 

(注) 構内試験値は実工事の換算をしていない。（「硬岩掘削」と「コンクリー

ト構造物取壊し」は文献 4)から，「土砂掘削（現場測定値）」は文献 2）から）

図-9 構内試験での測定値(平均)と他の測定値 
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左：無散水
右：散水

基
準
降

下
ば

い
じ
ん
量

a

- 83 -



なお，一般的な土砂掘削では建設機械は移動や

待機をするが，ここでの構内試験は図-5，図-6，お

よび図-7 に示すように固定した位置で掘削作業を

連続させる条件としたため，粉じんの発生量の係

数 a が表-1 より大きめの値となっていた。構内試

験値を実工事に換算するためには建設機械の移動

や待機を考慮する必要がある。 

また，測定ではデジタル粉じん計でも参考まで

に計測したが，計測値と降下ばいじん量との相関

については，更なる検討が必要であると考えてい

る。 

３．まとめ 

土砂掘削で発生する粉じんの散水による抑制効

果を明らかにすることを目的とし，文献，ヒヤリン

グ等で予備調査を行ってから構内試験を行った。

本調査で明らかになったことをまとめると以下と

なる。 

・粉じんは土砂のシルト分（粒径 5～75 μm）が多

いと多く発生することを文献，現場のヒヤリン

グ，各種の現場測定，および構内試験で確認した。 

・土砂掘削に由来する降下ばいじんが散水で抑制

される割合は，構内試験で 1/10 となった。この

割合は硬岩掘削の 1/4，コンクリート構造物取壊

しの 1/8 より抑制効果があると解することがで

きる値であった。

本調査では散水による粉じんの抑制効果に関す

るおおむねの傾向を構内試験で把握した。しかし，

予測手法の確立には，より多くの測定を行い，粉じ

ん発生の要因を解明することが必要であると考え

ている。 
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